
令和元年度に係る事業報告書 

令和２年６月 

地方独立行政法人京都市産業技術研究所 



１ 地方独立行政法人京都市産業技術研究所の基本情報 

（１） 概要 

  ア 目的 

地方独立行政法人京都市産業技術研究所（以下「産技研」という。）は，京都のものづくり文

化の優れた伝統を継承し，発展させ，新しい時代の感性豊かで先進的な産業技術を創造する使

命を持つ公的な産業支援機関として，産業技術の向上に資する事業を積極的に推進することに

より，中小企業等の振興を図り，もって京都をはじめとした地域経済の発展及び市民生活の向

上に寄与することを目的とする。（地方独立行政法人京都市産業技術研究所定款第１条） 

 

イ 業務内容 

産技研は，地方独立行政法人京都市産業技術研究所定款第１条の目的を達成するため，次に

掲げる業務を行う。 

⑴ 京都市産業技術研究所を設置し，これを管理すること。 

⑵ 技術相談，試験・分析，人材育成，研究開発等を行い，及びその成果を普及し，又は技術

を移転すること。 

⑶ 新産業の創出に関する技術支援その他の支援を行うこと。 

⑷ 試験・分析，研究開発，調査等のための設備及び施設の提供に関すること。 

⑸ 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

 

ウ 沿革 

大正  ５年１０月 京都市染織試験場が発足 

同  ９年  ３月 京都市工業研究所を設立（昭和３０年 京都市工芸指導所， 昭和４１

年 京都市工業試験場に改称） 

平成１５年 ４月 京都市染織試験場と京都市工業試験場を組織的に統合し，京都市産業技

術研究所を開所。各施設を繊維技術センター，工業技術センターに改称 

同２２年１０月  繊維技術センターと工業技術センターを京都リサーチパークにて立地的

に統合し，新しい京都市産業技術研究所を開所 

同２２年１１月 同研究所内に「知恵産業融合センター」を創設 

同２６年 ４月 地方独立行政法人へ移行 

 

エ 組織図（令和２年３月３１日現在） 

  次頁のとおり 

 

オ その他法人の概要 

  該当なし 
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（２）所在地 

京都市下京区中堂寺粟田町９１番地 

 

（３）資本金の額（前事業年度末からの増減額を含む。） 

（単位：百万円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

京都市出資金 3,310 0 0 3,310 

 

（４）役員の氏名，役職，任期，担当する業務及び経歴 

 （令和２年３月３１日現在） 

役職名 氏名 任期 担当 経歴 

理 事 長 西本 清一 
自 平成 30 年 4 月 1日 

至 令和 2年 3月 31 日 
 

昭和 60 年 4 月 京都大学工学部 助教授 

平成 5 年 12 月 京都大学工学部 教授 

平成 9年 4 月 京都大学大学院工学研究科 教授 

平成 18年 4月 京都大学大学院工学研究科長・ 

       京都大学工学部長 

       京都大学副学長 

平成 23 年 1 月 京都市産業技術研究所 所長 

平成 24 年 4 月 京都大学名誉教授 

平成 24年 7月 公益財団法人京都高度技術研究所 

理事長（兼務） 

平成 26 年 4 月 地方独立行政法人京都市産業技術 

研究所 理事長 

 

副理事長 

 

志渡澤 祥宏 

 

自 平成 31 年 4 月 1日 

至 令和 2年 3月 31 日 
 

昭和 63 年 4月 京都市役所 職員局 採用 

平成 25年 4月 都市計画局 屋外広告物適正化推 

進室  広告物企画課長 

平成 27年 4月 都市計画局 広告景観づくり推進 

室長 

平成 28年 4月 建設局 自転車政策推進室長 

平成 31年 4月 地方独立行政法人京都市産業技術 

研究所 副理事長 

 

 

 

 

理  事 

 

 

 

吉田 佳一 
自 平成 30 年 4 月 1日 

至 令和 2年 3月 31 日 

法人の研究

業務及びそ

れに関連す

る業務を組

織横断的に

総括する事

務 

昭和 52年 4月 株式会社島津製作所 入社 

平成 21年 6月 同社 取締役 

平成 24年 6月 同社 常務執行役員 

平成 26年 6月 公益財団法人島津科学技術振興財 

団 専務理事 

平成 30年 4月 地方独立行政法人京都市産業技術 

研究所 理事 
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理  事 

 

相部 髙宏 

※ 

自 平成 30 年 4 月 1日 

至 令和 2年 3月 30 日 

経営企画室

の業務を総

括する事務 

昭和 58年 4月 京都市役所 職員局 採用 

平成 21年 4月 都市計画局 都市景観部 市街地

景観課 担当課長 

平成 29年 4月 産業観光局 新産業振興室 担当 

課長（地方独立行政法人京都市産 

業技術研究所 経営企画室 経営 

企画課長） 

平成 30年 4月 地方独立行政法人京都市産業技術 

研究所 理事・経営企画室長 

 

杉浦 和明 
自 平成 30 年 4 月 1日 

至 令和 2年 3月 31 日 

研究室の業

務を総括す

る事務 

昭和 60年 4月 京都市役所 経済局染織試験場  

採用 

平成 24年 4月 産業技術研究所 研究室 研究担

当課長 

平成 26年 4月 地方独立行政法人京都市産業技術 

研究所 知恵産業融合センター 

知恵産業推進リーダー 

平成 27年 4月 地方独立行政法人京都市産業技術 

研究所 研究部長 

平成 29年 4月 同研究所 研究副室長 

平成 30年 4月 同研究所 理事・研究室長 

 

監  事 近藤 一郎 

 

自 平成 30 年 4 月 1日 

至 理事長の任期

の末日を含む

事業年度につ

いての財務諸

表承認日 

 

昭和 38年 4月 東洋信託銀行株式会社 

（現・三菱 UFJ 信託銀行）入社 

昭和 51年 4月 等松・青木監査法人（現・有限責 

任監査法人トーマツ）入社 

昭和 58年 7月 公認会計士事務所開業 

昭和 60年 6月 ローム株式会社 監査役 

平成 16年 12月 税理士法人常磐 代表社員 

平成 25年 4月 公益財団法人京都高度技術研究所 

監事（その他，京都市土地開発公 

社ほか京都市関連団体の監事に就 

任） 

平成 26年 4月 地方独立行政法人京都市産業技術 

研究所 監事 

 

※令和２年３月３０日付け退職 
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（５）常勤職員の数（前事業年度末からの増減数を含む。）及び平均年齢並びに法人への出向者の数 

（各年度３月末日現在） 

職 種 区 分 平成３０年度 令和元年度 

研究職 

常勤職員 ５１名 ５５名 

常勤再雇用職員   ３名   ３名 

常勤嘱託職員   ８名   ４名 

小 計  ６２名 ６２名 

事務職 

常勤職員 

（うち京都市からの出向者数） 

  ８名 

（７名） 

    ８名 ＊ 

（６名） 

常勤再雇用職員   ０名   ０名 

任期付職員   １名   ０名 

常勤嘱託職員   ８名 １０名 

小 計  １７名 １８名 

合 計  ７９名 ８０名 

平均年齢  ４３．９歳  ４３．３歳 

※ 役員を除く。ただし，常勤職員を兼ねる役員（経営企画室長，研究室長）は，表中の研究職又は事務職

の常勤職員に含む。 

＊ 令和２年３月３０日付け退職の経営企画室長を含む。 
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２　財務諸表の要約及び財務諸表に記載された事項の概要

（１）財務諸表の要約

ア　貸借対照表

（単位：千円）

金額 金額

3,625,860 固定負債 1,150,344

建物 2,517,114 資産見返負債 417,170

機械装置 368,240 長期寄附金債務 733,173

工具器具備品 37,551 400,430

美術品・収蔵品 34,200 運営費交付金債務 149,531

ソフトフェア 27,063 前受受託研究費等 8,798

投資有価証券 641,690 未払金 223,694

未払消費税等 1,197

610,732 預り科研費補助金等 276

現金及び預金 446,547 預り金 16,931

未収入金 158,224 1,550,774

未成研究支出金 5,513

前渡金 446 3,310,000

△ 712,864

資本剰余金 105,070

損益外減価償却累計額 △ 817,935

152,347

前中期目標等期間繰越積立金 122,424

目的積立金 80,453

当期未処理損失 △ 50,529

△ 63,665

2,685,818

4,236,592 4,236,592

※　金額欄について，千円未満を切り捨てているため，合計とは一致しないものがある。

負債資産

資産合計

流動負債

負債合計

資本金

資本剰余金

負債・純資産合計

純資産合計

その他有価証券評価差額金

利益剰余金

純資産

固定資産

流動資産
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イ　損益計算書

（単位：千円）

金額

1,088,760

業務部門人件費 471,020

研究・技術支援経費 387,573

受託研究費 160,609

受託事業費 69,557

187,868

役員人件費 51,357

管理部門人件費 76,727

減価償却費 11,844

管理運営費 47,938

1,276,629

金額

833,877

34,871

124,083

76,985

2,063

13,525

117,502

23,070

1,225,979

△ 50,649

金額

120

120

△ 50,529

△ 50,529

※　金額欄について，千円未満を切り捨てているため，合計とは一致しないものがある。

一般管理費

経常費用

業務費

経常収益

経常費用合計（①）

当期純損失（③－④）

当期総損失

運営費交付金収益

使用料手数料収益

受託研究等収益

受託事業収益

寄附金収益

補助金等収益

資産見返負債戻入

経常収益合計（②）

その他収益

経常損失（③＝①－②）

臨時損益

固定資産売却等

臨時損益合計（④）
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ウ　キャッシュフロー計算書
（単位：千円）

金額

△ 1,068,951

原材料等購入による支出 △ 374,080

人件費支出 △ 646,419

その他業務支出 △ 48,452

1,241,963

運営費交付金収入 887,000

使用料・手数料収入 33,779

受託研究等収入 123,487

受託事業等収入 70,105

補助金等収入 81,152

その他収入 22,886

預かり科研費補助金等の増減 89

預り金の増減 1,029

利息及び配当金の受取額 22,434

173,011

金額

△ 168,779

有形固定資産取得に係る支出 △ 164,948

無形固定資産取得に係る支出 △ 3,830

120

有形固定資産売却に係る収入 120

△ 168,659

4,352

442,195

446,547

※　金額欄について，千円未満を切り捨てているため，合計とは一致しないものがある。

エ　行政サービス実施コスト計算書
（単位：千円）

金額

1,002,426

損益計算書上の費用 1,276,629

（控除）自己収入等 △ 274,202

131,663

3,276

30,883

129

1,168,379

※　金額欄について，千円未満を切り捨てているため，合計とは一致しないものがある。

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

資金期首残高（④）

業務活動による支出

行政サービス実施コスト

機会費用

引当外賞与増加（減少）見積額

損益外減価償却相当額

業務活動による収入

業務活動によるキャッシュ・フロー合計（①）

業務費用

引当外退職給付増加（減少）見積額

行政サービス実施コスト

投資活動による支出

投資活動によるキャッシュ・フロー合計　（②）

資金増加額（③＝①＋②）

資金期末残高（③＋④）

投資活動による収入
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（２）財務諸表に記載された事項の概要

（ア）主要な財務データの経年比較表 （単位：千円）

区分 平成３０年度 令和元年度

資産 4,478,418 4,236,592

負債 1,462,847 1,550,774

純資産 3,015,570 2,685,818

経常費用 1,218,059 1,276,629

経常収益 1,298,512 1,225,979

経常利益（△損失） 80,453 △ 50,649

当期総利益（△損失） 80,453 △ 50,529

業務活動によるキャッシュ・フロー 265,905 173,011

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 117,413 △ 168,659

資金期末残高 442,195 446,547

（注１）第２期中期計画の期間：平成３０年度～令和３年度（４年間）
（注２）金額欄については，千円未満を切り捨てている。

【資産】

【負債】

【純資産】

主な要因である。

１２２，４２４千円，目的積立金８０，４５３千円及び当期未処理損失５０，５２９千円となっている。

【経常費用】

【経常収益】

ある。

７１，９１９千円増となったことなどが主な要因である。

※前年度比の数値について，円単位で計算した後に千円未満を切り捨てているため，経年比較表で計
算した数値と異なる場合がある。

令和元年度末現在の純資産合計は２，６８５，８１８千円と，前年度比３２９，７５２千円減（１０．９％減）
となっている。これは，その他有価証券評価差額金が前年度比１４７，５６０千円減となったこと，建物の
固定資産の減価償却費の累計額である損益外減価償却累計額が前年度比１３１，６６３千円増となった
こと，また，当期未処理損失が生じたため，利益剰余金が前年度比５０，５２９千円減となったことが

ア　資産，負債，純資産，経常費用，経常収益，経常利益（△損失），当期総利益（△損失），キャツシュ･
フローなどの主要な財務データの経年比較・分析(内容・増減理由)

令和元年度の経常収益は１，２２５，９７９千円と，前年度比７２，５３２千円減（５．５％減）となっている。
これは，運営費交付金収益が前年度比４８，８００千円減（５．５％減）となったことなどが主な要因で

令和元年度の経常費用は１，２７６，６２９千円と，前年度比５８，５７０千円増（４．８％増）となっている。
これは，当該事業年度において，受託研究費の大部分を占める２件の受託研究が終了したことに伴い，
過 年 度 に 取 得 し た 資 産 に 係 る 減 価 償 却 費 が 計 上 さ れ た た め ， 受 託 研 究 費 が 前 年 度 比

令和元年度の利益剰余金は１５２，３４７千円で，その内訳は，前中期目標等期間繰越積立金

円減，投資有価証券の一部を構成する株価の下落に伴い投資有価証券が前年度比１４８，０９３千円減
となったことが主な要因である。

なったことが主な要因である。

（イ）主要な財務データの経年比較・分析(内容・増減理由)

令和元年度末現在の負債合計は１，５５０，７７４千円と，前年度比８７，９２６千円増（６．０％増）となっ
ている。これは，資産見返負債が前年度比３６，１２２千円増，運営費交付金債務が前年度比
３０，０００千円増，未払金（京都市への返還額１１２，１２５千円除く。）が前年度比２５，０９６千円増と

令和元年度末現在の資産合計は４，２３６，５９２千円と，前年度比２４１，８２５千円減（５．４％減）と
なっている。これは，有形固定資産及び無形固定資産が減価償却費等により前年度比１４６，４８４千
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【経常利益（△損失）】

【当期総利益（△損失）】

【業務活動によるキャッシュ・フロー】

主な要因である。

【投資活動によるキャッシュ・フロー】

【資金期末残高】

イ　目的積立金の取崩内容等

ウ　行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析（内容・増減理由）
（ア）行政サービス実施コストの経年比較表 （単位：千円）

区分 平成３０年度 令和元年度

業務費用 948,382 1,002,426

損益計算書上の費用 1,218,059 1,276,629

（控除）自己収入等 △ 269,676 △ 274,202

損益外減価償却相当額 131,845 131,663

引当外賞与増加（減少）見積額 2,668 3,276

引当外退職給付増加（減少）見積額 △ 24,602 30,883

機会費用 0 129

行政サービス実施コスト 1,058,294 1,168,379

（注１）第２期中期計画の期間：平成３０年度～令和３年度（４年間）
（注２）金額欄については，千円未満を切り捨てている。

令和元年度の行政サービス実施コストは，１，１６８，３７９千円と前年度比１１０，０８４千円増

※前年度比の数値について，円単位で計算した後に千円未満を切り捨てているため，経年比較表で計
算した数値と異なる場合がある。

（イ）行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析（内容・増減理由）

上記業務活動及び投資活動によるキャッシュ・フローの状況により，令和元年度資金期末残高は

令和元年度の投資活動によるキャッシュ・フローは△１６８，６５９千円で，前年度比５１，２４５千円

　 　該当なし

あったことが要因である。
減（４３．６％減）となっている。これは，有形固定資産取得に係る支出が前年度比５７，７２７千円増で

４４６，５４７千円と，前年度比４，３５２千円増（０．９％増）となっている。

と，前年度比１３０，９８２千円減（１６２．８％減）となっている。

（３４．９％減）となっている。これは，運営費交付金収入が前年度比１１８，１７６千円減であったことが

なったこと，また，業務費用が前年度比５４，０４３千円増となったことが主な要因である。
（１０．４％増）となっている。これは引当外退職給付増加（減少）見積額が前年度比５５，４８６千円増と

令和元年度の業務活動によるキャッシュ・フローは１７３，０１１千円で，前年度比９２，８９３千円減

上記の経常利益が当期総利益（△損失）となり，令和元年度当期総利益（△損失）は△５０，５２９千円

上記の経常費用及び収益の状況により，令和元年度経常利益（△損失）は△５０，６４９千円と，前年
度比１３１，１０２千円減（１６２．９％減）となっている。これは，受託研究に係る経常費用の増が主な
要因である。
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３　重要な施設等の整備等の状況
（１）当事業年度中に完成した主要施設等

該当なし

（２）当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充

該当なし

（３）当事業年度中に処分した主要施設等

該当なし

４　予算及び決算の概要

（単位：百万円）

予算 決算 差額 備考

857 857 0

61 61 0

294 340 46

事業収入 46 53 7 (注1)

受託研究等収入 104 124 20 (注2)

受託事業等収入 65 76 11 (注2)

補助金収入 20 20 0

補助金事業収入 0 38 38 (注2)

雑収入 21 26 5

目的積立金取崩 35 0 △ 35 (注3)

1,212 1,258 46

870 902 32

技術研究経費 49 45 △ 4

受託研究等研究経費 125 147 22 (注2)

受託事業等経費 65 71 6 (注2)

補助金事業経費 0 38 38 (注2)

職員人件費 630 599 △ 31 (注4)

81 81 0

259 276 17 (注5)

1,212 1,261 49

※　退職金除く。

※　金額欄について，百万円未満を切り捨てているため，合計とは一致しないものがある。

※　受託研究等収入には，契約が令和元年度から令和2年度にまたがっているものも含まれており，令和元年度に経費が発生

 　するものがある。

※　各経費には減価償却費は含まれていない。

※　予算と決算の差異に関して

試験分析，設備等の利用が増加し，収入が増加したことによるものです。

当初予定予算と最終確定執行額との相違のため，収入・支出とも増加したことによるものです。
自己収入の増加，人件費等の減少により，当初予定していた目的積立金の取崩しを行わなかったことによるものです。
各外部資金への振替，人員減少，職員の構成の変化及び時間外勤務減少によるものです。
自己収入の増加，人件費等の減少により生じた予算残額を有効活用し，建物修繕等の前倒しを行ったことによるものです。

業務費

（注5）

Ｒ１
区分

収入

自己収入

施設整備補助金

運営費交付金

計

支出

（注4）
（注3）
（注2）

（注1）

計

一般管理費

施設整備費

11



５　経費削減及び効率化に関する目標及びその達成状況

（１）経費削減及び効率化目標

更新を行ったことから決算額が２４２百万円（予算に比べ１８百万円増）となった。

主な原因である。

（２）上記目標の達成度合いを図る決算の経年比較
ア　予算の効果的かつ効率的な執行

（単位：百万円）

区分 予算 決算 差額

一般管理費（※） 224 242 18

※機器保守費，機器修理費除く。

イ　自己収入の確保（目的積立金取崩除く。）
（単位：百万円）

区分 予算 決算 差額

自己収入 259 340 81

　事業収入 46 53 7

　受託研究等収入 104 124 20

　受託事業等収入 65 76 11

　補助金収入 20 20 0

　補助金事業収入 0 38 38

　雑収入 21 26 5

※  金額欄について，百万円未満を切り捨てているため，合計とは一致しないものがある。

６　財源の内訳
（１）内訳

（２）自己収入の内訳

て，予算の効果的かつ効率的な執行と，外部資金の活用を含めた自己収入の確保を掲げている。
当法人では，中期計画において，財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置とし

予算の効果的かつ効率的な執行において，経費節減の目標として予備費を含めた一般管理費予算を
前年度より９百万円削減し予算化した。予算執行段階において，全所的に光熱水費の削減活動に取り組
むなどの経費節減の取組を進めたが，建物設備の制御や故障等の異常を監視する中央監視盤等の

当法人の自己収入は，設備利用の使用料収入，有料相談及び試験・分析の手数料収入を含めた事業
収入，国等の外部資金を含めた受託研究等収入及び受託事業等収入や補助金収入等があり，令和

先は，国又は地方公共団体等の公的機関（８３．７％），民間企業等（１６．３％）となっている。
自己収入の全体の５８．８％(２００百万円)は受託研究等収入及び受託事業等収入であり，主な収入

整備補助金６１百万円（全体の４．８％），自己収入が３４０百万円（全体の２７．０％）となっている。

元年度は３４０百万円となっている。

当法人の収入は１，２５８百万円で，その内訳は，運営費交付金８５７百万円(全体の６８．１％)，施設

　自己収入の確保（目的積立金取崩除く。）においては，決算額が３４０百万円と予算額より８１百万円も上
回る額を確保することができた。これは，大型の共同研究の獲得等に伴う受託研究等収入の増や，新た
な外部資金として，経済産業省の「地域新成長産業創出促進事業費補助金」（地域未来オープンイノベー
ション・プラットフォーム構築事業）（３８百万円）の獲得により補助金収入が増となったことが
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７　業務の実績に基づく説明及びその他事業に関する事項

（１）職員人件費（退職金除く。）

＜業務ごとの決算状況＞ （単位：千円）

金額 備考

費用 職員人件費 597,919

財源 運営費交付金 597,919

（２）技術相談

＜業務ごとの決算状況＞ （単位：千円）

金額 備考

費用 技術指導経費 2,335

財源 技術指導手数料 4,875

（３）試験・分析

＜業務ごとの決算状況＞ （単位：千円）

金額 備考

費用 試験分析経費 3,083

財源 試験分析手数料 26,724

（４）設備機器の整備

＜業務ごとの決算状況＞ （単位：千円）

金額 備考

費用 導入経費 81,952

施設整備補助（京都市） 61,000

ＪＫＡ補助金 20,952

　令和元年度における産業技術研究所の人件費（外部資金に基づく人件費は含まれていない。）

　相談者に対して，既成事実や知識を単に伝達するだけでなく，課題解決の糸口を具体的に指導し，
その解決を図り，中小企業等の技術の下支えとなる技術相談を強化した。

　産技研の得意技術・固有技術をいかして，試験結果等から導き出された課題解決のための糸口を具
体的に指導し，中小企業等の技術の下支えとなる試験・分析を強化した。

区分

区分

区分

  京都市や公益財団法人ＪＫＡの補助金を活用して，必要な設備機器を整備した。
【導入機器】
・熱特性評価装置（京都市１／３，ＪＫＡ２／３負担）
・風合い試験機　など

区分

財源

13



（５）中小企業等の成長支援や下支えのための研究開発の推進

　　ア　重点研究の推進

＜業務ごとの決算状況＞ （単位：千円）

金額 備考

費用 研究開発経費 8,476

財源 運営費交付金 8,476

　　イ　松本油脂製薬基金事業

＜業務ごとの決算状況＞ （単位：千円）

金額 備考

費用 研究開発経費 16,810

財源 配当金収入 16,810

　　ウ　外部資金の活用

＜業務ごとの決算状況＞ （単位：千円）

金額 備考

競争的研究資金・受託事業経費 199,552
直接経費（薬品等，研究に直接要
する経費）

一般管理費 7,156
間接経費（光熱水費等，研究に間
接に要する経費）

財源 競争的研究資金・受託事業収入 206,708
NEDO，経済産業省（近畿経済産業
局）等

　　エ　共同研究・受託研究

＜業務ごとの決算状況＞ （単位：千円）

金額 備考

費用 共同研究・受託研究経費 34,397

共同研究・受託研究収入 31,212
契約が令和元年度から令和２年度
にまたがっているものも含まれてい
る。

運営費交付金 3,185

　平成２８年度に寄付を受けた株式の配当金を財源にして創設した「松本油脂製薬基金」を活用し，研
究開発１１テーマを実施した。（未来の新技術を生み出す研究：８テーマ，課題対応型研究：３テーマ）

　国等が実施する競争的研究事業を積極的に活用し，将来を見据えた基礎的な研究開発，事業化，
製品化に結び付く研究開発を更に充実させた。

　共同研究や受託研究を積極的に提案・実施し，大学や中小企業等との連携を強化するとともに，こ
れまでの研究開発成果をいかし，技術面で中小企業等の競争力強化に貢献した。

区分

費用

区分

区分

区分

　将来，成長が予想される分野や中小企業等の下支えとなる分野の研究開発を重点分野に位置付
け，予算，人員を優先的に配分し，研究開発を実施した。

財源
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（６）知恵産業融合センター事業の推進

＜業務ごとの決算状況＞ （単位：千円）

金額 備考

費用 事業経費 3,064

財源 運営費交付金 3,064

（７）ものづくりの担い手育成

＜業務ごとの決算状況＞ （単位：千円）

金額 備考

費用 人材育成経費 19,424

受講料等収入 12,696

運営費交付金 6,728

区分

財源

　京都の伝統技術と先進技術の融合による新たな京都ブランドの創出や新技術・新製品の開発，企業
マッチングの促進，販路開拓の強化をより一層推し進めた。

中小企業等の技術者を受け入れ，試験・分析や研究を通してトレーニングするＯＲＴ事業（On the
Research Training）を行うとともに，伝統産業技術後継者育成研修として，陶磁器，釉薬，漆工，西陣
織，染色，京友禅染（手描），きもの塾の各コースを開講し，技術後継者の育成に努めた。

区分
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